
令和 6年度 (2024年度)事業報告書
令和 6年 (2024年)4月 1日 から令和 7年 (2025年)3月 31日 まで

特定非営利活動法人 B日ヽテレコム支援協議会

1.事業の成果
2024年元日に発生した能登半島地震を始め、日本各地で地震や豪雨等の自然災害が頻発 した。国

際情勢に目を転ずれば、ミャンマー軍事クーデター後の混乱やロシアのウクライナ侵攻、イスラエ

ルとハマスの軍事衝突等で多くの市民が犠牲となっている状況が今尚続き、人道支援の必要性が

日々増 している。また、 トランプ米大統領が復帰して、世界は先の見通せない不安定な政治経済状
況にあるといえる。このような状況下、B』Nと しては、役職員やボランティア、関係者の安全を

最優先に、ビジョン・ ミッションの達成を目指し、各種支援事業や組織運営に取り組んできた。

2024年度は、「ICTを活用し、NGOの立場から、駆Юsの達成に向け寄与する」という中長期活
動目標のもと、①生活向上のための支援、②緊急時の人道支援、③人を育てる支援の 3本柱を中心

に事業を展開した。また、全ての事業を SDGsの達成と紐づけて実施するよう心掛けると共に、
「事業の質の向上」と「ファンドレイジングの拡大」を車の両輸として捉え、事業推進体制の更な

る強化と自己財源の拡大を目指してきた。また、新たな人材の確保にも、最重要課題の一つとし

て、取り組んできた。

社会開発支援事業は、ミャンマー・エーヤワディ地域案件が、ミャンマーの状況悪化に伴い、プ

ロジェクトの完了が来年度にずれ込むこととなった。現地サイ ドや関係諸機関との情報共有を密に

して、最新状況の把握とリスク分析を適切に行い、BⅢNス タッフや関係者の安全を第一に適切に

プロジェクトを推進した。APT案件については、ミクロネシア医療 ICT案件とスリランカスマー ト

ヴィレッジ事業がコロナ禍を経て漸く完了したが、新規案件獲得には至らなかった。国内事業に関

しては、現地事務所が連携して国内災害 ICT支援活動拠点ネットワーク事業を推進し、台東区との

協働事業も予定通 り年度内に終了することができた。緊急人道支援事業は、BI心I北陸事務所が中

心となって、能登半島地震被災者支援事業を推進し、ポイント寄付に加えて、赤い羽根とジャパ

ン・プラットフォーム (PF)の助成金を獲得することができた。今後の自然災害等の発生に備
え、PFや他機関・団体との情報収集・交換も定期的に実施 した。人材育成支援事業は、BⅢ 人ヾ材
育成プログラムは第 25回後期研修を日本にて対面形式で開催し、第 26回前期研修をマレーシア・

マルチメディア大学 (MMU)の協力の下、オンラインにて実施 した。劇汀研修は日本での対面型
研修を実施した。桑原基金寄付講座は、電通大での前期・後期講座をそれぞれ滞りなく終了した。

桑原基金奨学金は、第二期研修生が全課程を終了して 9月 に帰国し、第二期研修生は 10月 より日

本での留学生活を順調に送つている。ただ、第四期研修候補生は残念ながら一橋大学ビジネススク

ール (lUB)を不合格となってしまった。
組織運営に関しては、BⅢN内部の DX推進と情報セキユリティ対策に重点的に取り組んだ。尚、
認定 NЮ 法人格更新については、一部認定基準未達のため、更新を諦めざるを得なかった。この
ため、2月 27日 よりBINは一般の NPO法人となり、寄付金控除の対象から外れることとなっ
た。また、収支改善及び働き方改革の一環として、BⅢヽ本部事務所の縮小・移転にも着手し、ま

ずは 2025年 5月 からの現事務所スペース半減化を推進した。

2024年度決算は、ミャンマー案件の来期への延伸や、一般寄付金の減少等の影響もあり、経常

収益 347,078千 円 (予算比 65%)、 経常費用 366,389千 円 (予算比 70%)、  当期経常増減額■9,311
千円 (予算比30,085千円)、 税引後当期正味財産増減額■9,481千 円 (予算比30,184,891千円〉と、
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大変厳しいものとなった。尚、2期連続で多額の赤字決算となったため、上述の事務所縮小・移転

や役員報酬の支給停止を手始めに、収支改善に向け一層取り組むこととした。

2.事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業
生活向上のための支援 (社会開発支援事業)

.海外案件
ミャンマー・エーヤワディ地方域ラプッタ郡の防災支援及び保健衛生意識向上事業

本件の事業地をラカイン州から外務省の承認を得て比較的安全なエーヤワディ地方域ラプッタ

郡に 2024年 9月 に事業地変更したにも関わらず 、同地方域の州都であるパティィ市に反政府

軍が近づく可能性があり、地方域政府からの当事業許可手続きが未だに滞つている状況にあ

る。更に、2025年 3月 28日 にミャンマーを襲った大地震の影響で、同地方域政府もその対応

に追われ、本案件の事業許可にまで手が回らない状況でもある。

このような状況下、本件の事業期間を更に延長する事も含めて、今後の事業を進めていきた

い。外務省及び現地日本大使館とも情報共有を密接に行いながら、まずは同地方域政府から事

業許可が取得できるよう、関係機関との交渉に注力する。

2.▲墜L■塾山
=肇
聖聾」些些望里堅聖二鯉■_Z」22■1」菫翌」と饉雌 i基旦1住埜1金田」国 』量E送

APIC2ス リランカ :スマートヴィレッジ
本件は、2020年度 APT‐C2案件として採択された「PilotProie∝ おr Cre“ on ofSmsor― b8d Smm
Villar with DM"er ResilLd Dismbut“ Arca Conmunic“ on Ne“ork(総予算 :USS159,384)」

で、COⅥD■ 9やスリランカの経済的混乱等でプロジェクト進捗が難しい状況が続いた。
2024年 8月 に検証試験を完了させ、10月 中旬に機器の出荷を完了した。11月 と 1月 に BⅢ 担ヾ

当者がスリランカに出張して機器設置と運用指導を実施してシステムの動作確認を完了した。

2月 28日 には現地においてプロジェクト完了と機器譲渡のセレモニーを実施した。劇円 への完

了報告書の提出をもって全て完了となる。

APT‐C2ミ クロネシア連邦 :医療 ICT

本事業は、携帯型胎児モニターiCTGを ポンペイ州の村の診療所 5ヶ所に設置して妊婦、胎児

の状態をポンペイ州立病院の医師が診断できるようにするパイロット事業である。日本側は香

川大学、メロディ・インターナショナル社、小松市民病院及び B皿ヾで、ミクロネシア連邦側

は、ポンペイ州保健局、運輸通信インフラ省である。

2024年 2月 のキックオフを契機にプロジェクトを開始し、6月 の FSM専門家受け入れ、7月 、
12月 の日本の専門家派遣を経て、ポンペイ州の州立病院、村の診療所に合計 12セ ットの iCTG

の導入を完了した。現地関係者による運用も開始された。2025年 4月 には APTに事業完了報
告書、会計報告書を提出し、事業を無事完了する。

圧T社会開発新規事業開拓
9月 7日 に APTに対して、インドネシアでの医療 ICT調査事業 (APT‐Cl)を提案したが、残
念ながら採択されなかった。

ミクロネシア出張や香川大学とのЛCA(国際協力機構)課題別研修等で入手した情報を基に、
東南アジア及び島しょ国での案件形成を目指す。

９
“



3. フィリピン教育支援事業
イフガオ大学との協力・交流 MOU(2023年 11月 締結)に基づいて、o「BⅢN講義ビデオ提
供」事業、② 「小学生向け算数アプリ」事業を検討した。

① は 1回 目の提供を 4月 から開始し、登録者は最終的に 153名 となつた。2025年 2月 にアン

ケー ト結果を取り纏めたが評価は概ね良好で、現在 2回 目の提供を準備中である。

② は EdT∝ 企業と連携 し、3月 に大学へのプレゼン、5月 に小学校教師にデモンス トレーショ

ンを実施した。教師の評価は良好だったので現地導入研修を検討する予定だったが企業側の事

情等で 2025年度までの現地導入研修は困難となったため、それまでの間、現地教育機関を含

めた持続的プロジェクト体制の構築を検討していくこととした。

4.JICA墨題型コ堕_立塑」
香川大学がЛCAか ら受託 した遠隔医療に関する課題別研修の実施支援を行った (2025年 1月
8日 ～22日 )。 関東地区の研修実施企画及びアテンドを中心に、香川地域の研修支援も行っ

た。香川大学とは、人件費、交通費等を含む約 60万円の業務委託契約を締結した。

B。 国内案件

1。 国豊墾[宣二」α二.主援重:璽l塾』画[二≧LLと二Z菫:蓋
。 本事業は、2019年度より、既設現地事務所 (官城、熊本、広島)の事業継続及び近接地域で発
生する新しい国内災害への即応体制の維持、地域ごとに特徴ある支援事業で獲得した経験 。ノ

ウハウのデジタル資料化、既得設備を利活用し南海 トラフ巨大地震及び首都直下地震等に備え

る広域災害後方支援機能の整備等を目的として、BHⅡヾ自主事業として開始・継続している。
。 2024年度は、熊本地震、西日本豪雨、令和 2年 7月 豪雨等の被災地から届いた ICT活用型被災

者支援継続要請に積極的に応えた。能登半島地震等に対処する北陸事務所を支えるため、広島

事務所がまとめ役となって「広域災害後方支援活動」を実施した。2024年末までに、仮設住宅

団地集会所 12ヶ所の BI心Iパソコンコーナーに配備する機器整備・発送業務を実施した。

』壼生=」宣墓区」担回塑L二全」菫ユ勧饉Lと」量生菫奎上墜2襲劇Ш速奎墨
令和 6年度の台東区協働事業として採択された本事業では、区の職員を始め、区内の外国籍や

障がいのある方、町内会やマンション自治会の防災担当者を対象に、災害時の情報の受け取り

方と発信、そして災害情報マネジメントについて、区内のNPOや企業の方も交え、専門家と
共に計 5回のワークショップを実施した。また、放送機材を用いて電波伝搬調査も行った。

参加者は「やさしい日本語」を使 うことで区の防災アプリの内容がより正しく自動翻訳される

こと、NPOや町内会等も障がい者や外国籍の住民にわかり易く情報を伝えられることや、日々
の地域内での連携が災害時の情報伝達にも役立つこと等を学んだ。最終回では災害情報の原稿

を作成し、マイクの前で情報を伝える練習も行い、予定していた事業は全て無事終了した。

II.緊急時の人道支援 (緊急人道支援事業)
1.全コ墜壁I≡iL登主L星幽匠被基童菫援豊整
。 2024年 1月 に発生した能登半島地震に関して、NΠ

｀
北陸電友会の協力を得て、4月 に BInI北

陸事務所を開設し、広島事務所がまとめ役となって、広域災害後方支援活動を継続している。

・ 北陸事務所では、6月 より石川県内に建設された大規模仮設住宅団地・集会所 llヶ所にB皿ヽ
パソコンコーナーの開設作業を進め、9月 末に完了した。9月 20日 に発生した奥能登豪雨被災

地、輸島市町野町からの増設要望に応え、2025年 2月 末には 12ヶ所に増設した。ICTを活用し

た被災地のコミュニティ活動の円滑化・活性化を目指した取り組みを開始した。
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10月 31日 に赤い羽根 。ボラサポ・令和 6年能登半島地震第 5回中長期助成事業として採択され、

新規調達できたパソコン 12台及び中型カラープリンターヘの機能整備作業を実施した。

IⅡ。人を育てる支援 (人材育成支援事業)

1.B団上△材育成プログユ△
第 25回後期研修を202年 10月 4日 ～18日 に海外産業人材育成協会で行った (参加者は 9ヶ
国 10名 )。 研修員は豊富な研修内容と様々な体験、研修員同士の相互理解に満足していた。

2025年 2月 9日～16日 、古野間前 PMと片上 PMがマレーシア・マルチメディア大学
(MMU)、 バングラデシュテレコム (BTCL)、 スリランカテレコム (SLT)を読問した。MMU
では研修内容を擦 り合わせ、BTCLと SETでは関係強化を確認 し、研修鼻 OB・ OGと の交流会
も実施した。出張後、 BTCL社長に就任したとの吉報を受けた。
第 26回前期研修をMMUに委託しオンライン方式で 2月 28日 ～3月 24日 に実施した (参加者
は 8ヶ 国 9名 )。 今回の研修員は全員英語が堪能で ITリ テラシーが高かった。

2.」 堕」4_壺修
。 本事業は、アジア太平洋地域における ICT分野の中核人材の育成とICT活用を通じた社会経済
課題の解決を目標とし、2024年度は下記を骨子とする研修企画案を APTへ提案し採択された。
① アジア太平洋地域諸国におけるSDGsの達成、都市部―地方の情報格差解消等諸課題に効率的
に対処するため最新のКT活用方策に関する講義の実施。

② ICTの普及・デジタル化がもたらす社会経済へのインパクトに関する専門的講義を採り入れ。
・ BINは上記2項目を反映した教程に基づき2月 26日 ～3月 6日 の間にAPTが決定した 11名 の研修
生に対して、講義、施設見学などのプログラムを実施した。研修生は全員が最終報告書を提出し修

了証が授与された。その後APTに実施最終報告を行い今年度の研修活動を完了した。

3.班 N桑原基金寄付講座
本講座は 2023年度で当初計画していた 5年間を終了したが、電気通信大学において国際交流の

実績として高く評価され、また受講生からも好評、且つ、コロナ禍の影響で予算的に余裕が出

たことから、2024年度から2026年度まで新たに 3年間延長することとなった。
2024年度は、年度前半に「SDGsを支える情報通信論」、後半に「国際科学技術コミュニケーシ
ョン論」と題した講座を対面とオンラインのハイブリッド方式で実施 した。受講生数は前期 31

名 (内留学生 12名 )、 後期 14名 (同 13名 )であった。  
｀`~      .

4.興 咀皇厘:盤塑螢堕堕
・ カンボジアからの第四期奨学生と定期的に面談を行っているが、2024年 12月 5日 の面談では

も同席し、記念品を贈ると共に激励をした。同奨学生は、政策研究大学院大学

(GⅢPS)で順調に勉学に励んでいる。
。 第五期奨学生の募集を行い、2名 (フ ィリピン、スリランカ)を BⅢNの奨学生として選定し
た。両氏は一橋大学ビジネススクール (HUB)を希望したが、残念ながら不合格となった。

・ 第四期で選定したBTCLの奨学生 2名が G∬PSに合格したにも関わらず留学中の給与が支給され
ないため留学を断念したことを踏まえ、BTCL会長、社長に面会し、有意義な留学が可能になるよ
う給与支給の改善を申し入れ、その後、留学中の給与支給が承認されたとの報告があった。

●
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]V.事業の質の向上

事業推進ユニット

当初検討 していた国内外の新規事業の立ち上げは諸事情により見送ることとなつたが、BI■可に

対してコミュニティ放送やイベント放送等に関する相談や依頼は引き続き寄せられており、そ

れらに対し個別相談に応じたり、技術的サポー トを行ったりした。川崎市で行われた「こども

のまちミニカワサキ」では「こどもラジオ局」体験の提供も行った。

今年度は台東区協働事業に参加 した台東区内の住民から災害時に役立つ情報発信等について個

別相談が複数件あり、事業推進
ユニットで継続的にサポー トを続けてきた。

事業の質の向上に向け、今年度も新しい活動者を中心に人道支援事業を行 うにあたって必須と

されているスフィア研修への参加の呼びかけを行い、派遣を行った。

(2)その他事業
・ 当該年度は実施なし。

.業務運営に関する事項
塾金上理皇金
1回の総会と4回の理事会を開催した。詳細は以下の通り。

2.担 盤運営
。 日本 ITU協会賞 (功績賞)を が受賞した。

・ 一部認定基準未達のため、2025年 2月 27日 よりBINは認定NЮ 法人ではなくなリー般 NPO
法人となった。このため、寄付金控除の対象から外れることとなり、N連一般管理費も最大で
10%と なる見込み。今後事業運営の改善を図ることにより、認定再取得に向けて努力する。

・ BHN内部の DX推進と情報セキユリティ対策に重点的に取り組んだ。また、収支改善及び働き
方改革の一環として、事務所の縮小・移転を進めることとした。

・ 2025年 3月 末現在、個人会員は正会員 l13名 、賛助会員 37名 、法人会員は正会員 36社、賛助
会員 6社となつている。

3. コンプライアンス推進
2024年 4月 5日 に外部専門家を講師として研修会を開催し、本部所属の理事等 15名 が受講し

た。その後、 活動者が随時勉強できるように本研修会のビデオを T口
“
に掲載し、国内メン

バー56名 が視聴して活動中のメンパー全員の研修を完了した。
コンプライアンス委員会を計 5回開催 し、諸課題の確認及び施策を進めた。
2024年 9月 20日 理事会にて、コンプライアンス推進状況について中間報告を行った。

5

３

１

総会・理事会 開催 日 承認議案

第 107回理事会 2024`午 i6′月 14 日 ①総会提出議案

第 26回総会 20241年 :6´月21 日 ①2023年度事業報告。決算報告

第 108回理事会 2024年 9月 20 日 ①2024年度事業報告 (4月 ～8月 )・ 収支見込み、②役員

人事、③参与の委嘱

第 109回理事会 2024・年 12月 20日 ①2024年度事業報告 (9月 ～11月 )・ 収支見込み、②コ

ンプライアンス規程の改正

第 110回理事会 2025年 3月 21日 ①2024年度事業報告 (12月 ～2月 )。 収支見込み、②
2025年度事業計画・収支予算、③役員人事、④参与の委

嘱、⑤「役員報酬の支給について」の改正
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外部委託している相談窓口に 1件相談があり、窓口となつている弁護士経由で相談者に対応

し、円満解決した。

4.財務基盤壁」ヒ・ファンドレイジング
Nl■]グループ企業より、ポイン ト制度を利用した多額のポイント寄付をいただいた。BШNの

活動全般と特定プロジェクトのために大切に使わせていただく。尚、Nr東 日本フレッツ光
メンバーズクラブ、CLUB N口‖路説終了に伴い、同ポイン ト寄付は今年度が最後となった。
NT「 ドコモ社より、多くの人に寄付をしていただくためドコモの Webサイ ト内にあるdポイ
ント寄付の Webページを刷新することになり、更新作業の協力依頼を受けた。掲載内容の提案
や写真の提供等を行い、2025年 3月 27日 に新しい Webページが公開された。
N口『コミュニケーションズ社より多額の特定寄付金をいただいた。Bmヾ 人材育成プログラム

のために大切に使わせていただく。

窒全萱理・生饉萱理

新規活動者向けの説明会やスタッフの外部研修への派遣、組織内危機管理対応研修の実施を通

して組織内での安全管理に対する方針の周知徹底を図ると共に、2025年 1月 10日 には組織全

体で Teallosを活用した危機管理演習を実施 して、BHNの安全管理・危機管理対応能力の向上
を図った。安全管理は日常の事業活動の中での意識と小さな積み重ねが重要であり、マニュア

ルの整備や研修・演習等で組織文化として根付きつつあるので、更なる向上を図っていく。

事業活動の一助となるよう、NGO安全管理イニシアティプ (厠MSS)への参加や事業地の大使館や
他のNGOと の情報交換、日本エマージェンシーアシスタンス社 (EAJ)等から安全情報を取得
し、組織内で共有した。

広担上壁壼遺塾

継続的な活動として、ウェブサイトやメールマガジン、SNS等での活動レポー トとお知らせ
の掲載及び情報発信 (適宜)、 クロスロードの発行 (5月 、12月 )ヽ 通信興業新聞「BⅢ 会ヽ員
レポー ト」掲載 (毎月)、 グローバルフェスタJAPAψ024への出展 (9月 28日 ～29日 )、 毎
日新聞の寄付月間の企画広告への参加 (11月 29日 、2025年 1月 3日 )、 台東区地域活動団体
パネル展への出展 (2月 6日 ～17日 )、 PR■MES社の企画広告『 ApnII漱洒n』 への参加 (4
月 1日 ～15日 )、 等を実施した。

関西事務所では、「第 16回 講演会・写真展」を 11月 1日 ～15日 までWEB方式で開催した。
また、2025年 2月 には「第 32回ワン・ワール ド・フェスティバル」にブース出展した。

以上

′
０

Ａ

）
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堅!型ニ
【経常収益】

活 動 計 算 書

36,652,000

622

l,355,661

4,103,091

9,205,021

5 359

000 37,274,000

晏,1 20,023,254

[税込](単位 :円 )

347,077,555

【受取会費】
正会員会費
賛助会員会費
【受取寄付金】
受取寄付金

受取一般rイント寄附

受取特定目的ホ
・
イント

受取特定目的寄附

【受取助成金等】

受取助成金

受取補助金

【事業収益】
受託事業収益

【その他収益1
受取 利息
雑 収 益
為替差益

経常収益 計
I経常費用】
【事業費】
(人件費)
給料 手当(事業)
賞与(事業)
現地補助給料(事業)
法定福利費(事業)
通 勤 費(事業)
福利厚生費 (事業)

人件費計

(その他経費)

業務委託費 (事業)

支払報酬 (事業)

諸 謝 金 (事業)
印刷製本費 (事業)

会 議 費 (事業)
旅費交通費 (事業)

通信運搬費 (事業)

消耗品 費 (事業)
修 繕 費 (事業)
水道光熱費 (事業)

支援用機材費 (事業)

賃 借 料 (事業)
保 険 料 (事業)
租税 公課 (事業)
研 修 費 (事業)
支払手数料 (事業)

支払寄付金 (事業)

雑   費 (事業)
為替差損 (事業)
その他経費計

事業費 計

2,9∞ ,(XЮ

21旦22121329

501 376

26,369,519

3,435,440

13.584,819

609,265

328,400

12 551

__」堕里L望生

239,172,329

50,010,244

597 728

316,390,943

68,134

28,218

2,063,109

2,423,573

756,855

126

132,815

18,549,573

 ́     3,072,613
5,465,497

58,497

242,443

200,523,763

2,730,570

909,746

460,172

22,593,394

1,733,298

7,000,000

828,036

_¨¨̈¨̈』L[pOこ二|ユ 1≧_

…̈.__」:コ:2LQ[QL1211`と_



活 動 計 算 書

生塵左萱壬1週□壁董i2ゝ旦量2ヨ∠■1■菫園塵董金__________________
[税込](単位 :円 )

自 2024年 4月 1日 至 2025年 3月 31日
【管理費】

(人件費)

役員 報酬 (管理)
給料 手当(管理)
賞与 (管理)

法定福利費 (管理)

退職給付費用 (管理 )

通 勤 費 (管理)
福利厚生費 (管理)

人件費計

(その他経費)

支払報酬 (管理)

会 議 費(管理)
諸謝金 (管理)

旅費交通費 (管理)

通信運搬費 (管理)

消耗品 費 (管理)
水道光熱費 (管理)

賃 借 料 (管理)
広告活動費 (管理)

新聞図書費 (管理)

保 険 料 (管理)
議 会 費 (管理)
租税 公課 (管理)
支払手数料 (管理)

業務委託費 (管理)

雑   費 (管理)
為替差損 (管理)

その他経費計

管理費 計
経常費用 計
当期経常増減額

【経常外収益】
経常外収益 計
【経常外費用】

過年度損益修正損

経常外費用 計
税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

847,000

10,244

10,000

527,500

1,001,006

961,362

88,152

10,297,884
.953,094

43,550

47,577

1,781,580

1,000

1,605,262

5,373,406

186,667

__.______2旦こと111._
24,022,395

1,200,000

17,556,320

3,473,760

3,110,643

359,862

210,820

63.815

25,975,220

49 997 615

99L010

366,388,558

△  19,311,003

0

____」 LttL
△ 19,410,603
70,000

△  19,480,603

_¨_‥」:`:`:こ≦!IQと1211と_
__聖憂聾型L



賃 借 対 照 表
特定非営利活Ⅲ

…

テレコム文崚協議会
全 |■■所 _______

[税込](単位 :円 )
2025年 3月 31日 現在

OFE西羽
【流動資産】
(現金・預金)

現   金
普通 預金
ゆうちょ銀行

現金・預金 計

(売上債権 )

未収入金

売上債権 計

(その他流動資産)

前払 費用
仮 払 金
その他流動資産 計
流動資産合計

【固定資産】
(無形固定資産)
電話加入権

特定資産
撫形固定資産 計
固定資産合計

資産合計

【流動負債】
未 払 金
前 受 金
預 り 金

未払法人税等

流動負債合計

【固定負債 :
退職給付引当金

固定負債合計

負債合計

72,606,997

524,390,255

3.951 ,517
60(),948,769

22,119r903

22,119,903

1,450,037

__塁22=旦EQ
1,979,887

140,000

_』 :ユニ.4旦旦ニユ1ユ:1_
51,628,365

625,048,559

__ユ重笙重L
_菫上旦L■2

《負債の部》

7,867,810

424,149,162

36,141,850

70,000

上旦■ ■五

468,228,822

1,878,695

《正味財産の部》

470,107,517

676.676,924

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額
正味財産合計

負債及び正味財産合計

226,050,010

¨̈ :̈全

=ユ
コL4旦2=QQ:L¨

_¨ ‥̈」:墨!些12』102と412:L_



財務諸表の注記
レコム じ 31

1.重要な会計方針
財務諸表の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日最終改正 NPO法 人会計基準協議会)
によつています。

(1).固 定資産の償却方法
固定資産の償却方法は、定額法によっています。
(2).引 当金の計上基準
退職給付引当金 :従業員の退職給付に備えるため.当期末における退職給与債務に基づき当期末に発生していると
認められる金額を計上しています。なお退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算しています。
(3).消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込金額で計算しています。

2.事業別損益の状況
事業別損益の状況は別紙のとおりです。

3.使途が制約された寄附金等の内訳
【使途等が制約された寄付等の内訳 1
使途等が制約された寄附等 (寄附金・助成金・補助金)の内訳は以下の通りです。
当法人の一般正味財産は206,569,407円 ですが、そのうち81.865,625円 は国内災害ICT支援活動やBHN葉原基金寄附講座・

奨学金制度他て使用される財産です。また固定資産として140,000円 の電話加入権があります。
結果、使途が制約されていない一般工味財産は124,663,782円 です.

内容

国内災害ICT支援活動拠
点ネ外ワーク事業

22.244.959 9.20S,021 6.703.642 24,716.338
期昔残高に令和2年 7月豪雨被災者
支援事業の前年度期末残高901.120円 を
合算しております.

2.`)60.000 2.960.000 |・  . =  _   |.1‐ ■ |

令和6年能登半島地震被
災者支援事業

5.130.922 500.000

|| ..■    .■
'

5.000.000 5.000.000

ミャンマー防災支援事
業 (0次 )

17.332.370 17.532.370
当期受入頷48.498.324円 との差額
30.965,951円 は前受全に計上しております.

ミャンマー紛争被害者
支援事業 (N連 6期 )

IFヽ .5,2.5,9 158.532.599

外務省からの補助金の総額は303.454.162円 .
寄付金の機額は33.211円 .当 期受入額303,487.373
円との差額]44,954,771円 は前受金に計上しており
ます.

ミャンマー紛争被害者
支援事業 (N連 7効 )

,6ヽ .831
当期受人類l11.5“.187円 と差額
li4.329.356円 は前受金に計上しております.

~‐
1 ~1~ ｀

~「
当翔受入額94,948.184円 との差額
35.420.329円 は外務省へ返全予定により
預り金に計上しております.

ミャンマー避難民キャ
ンフくタイ国ターク県〉

il).=!7.855

ミャンマー避難民食糧
支援 (タ イ国ターク県)

383.SS5
当期受入類 28,177.052円 と差額
127.793.167円 は前受金に計上 してお ります .

APTフ ィリピン教育支援
事業

150,000 150.000

事業推進ユニット 6.2'0 6.270

BHN栞 原基金寄附講座・

奨学金制度事業
63,602.825 12. 114.460 51.488.365

当期事業費を特定贅産(積立預全・指定)から
取り崩しております。

合言| 90.978.706 251.016.83t ,03. 179.012 81.865.625

■■眉囲目■■謳囲□圏■旧謳団辺□■:■E麗囲コ■ 備考
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[税込](単位 :円 )

衝 壼科 日 田■■ 全事 業 所

ol 0 36652000 36.652.000正会員会費
0: 0 36.100.000 86.100000法人正会員
OI 0 552.000 552.000

011 0 622000 622000
ol 0 426000 426000
01 0 196000 196000

受取会 : 37.2,4000 3,274000
135566!01 0 1 355661

1313062
=|

0 1.313.062

20000 20000マンスリー 01 0

ol 0 22599 22599s宝エイド松 本
loi 0 4103091 4100091
9205021ol 920502,
518948102701 170000 53594815000.000

5000000 6 27ol     14 394 502 5.628.752 20.023.254受取寄付金 計
2960000 2960000011 2.960.000受取助成金

236212029 011  236212329 286.212.329

236212329 2960000 01    209.172.329 239.172.329

44453244 5557000 m0111 50.010.244

44453244 555,000 回0:■■■匝】 50010.244
olll 68.128 68.lo4

20oool 8218 23.213

50137610000
=|

医□固 4.219

その他収 : 484.163 13.000

42983317 347077555経常収 : 290.587.968 2.960000 10570000
44339994人件費(事 | 38.453.330 1.438800 3'603,1 076.4931     44.339.994

272050949その他経費(: 245.430.381 2.760130 23603293 253.6451    272.050.949

9001381    316390943 316390043事業費 計 283.389.211 4.201.930 27369.664
‐
ol 10 25975220 25975220人件費(管理)計
oll 0 24022095 24022395その他経費(管理)計
oll 0 49997615 49997615

283889211 4201900 27369664 9301381    31639o943 49.997.615

6648757 -1241930 -16700664 -903.8681    -12.296705 -7.014.298

011 0

99600 olll ∞ 99600
経 常外 : 用 99600 oll 99.600

税 弓1前当期 正味 6648757 -1.241.930 -16899264 -903.86811■■巨2 -7014298 -19410.603

70000
-7084298 -19480.603当期正味 財 i 6.648.757 -1.241.930 -16899.264 巨2

226050010前班繰越正 ち 57.281.572 -679.011 -26.050126 -117527091     17.898726
-12656577: 549742, 25912320 20056940703.930.329 -1.92094: -43855390
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財 産 目 録
特定非営利活動法人B田テレコム支援協議会
全事業所

[税込](単位 :円 )
2025年 3月 31日 現在

・.i rl■ ,,.¬ 1●

【流動資産】
(現金・預金)

現   金
JPY
USD

普通 預金
みずほ/上野本部

みずほ/上野・関西事務所
みずほ/新宿中・お宝

みずほ/新宿西・熊本事務所
三菱/新宿中・本部
三菱/新宿中央Ш6

三菱/新宿中央N D8
三菱/新宿中央ミクロネンア

三菱/新宿中PF能登半島災害支援
三菱/新宿中央広島事務所
三菱/新宿中央東松島
三菱/新宿中央
三菱/新宿中央WTH
三菱/新宿中央北陸事務所
三菱/新宿中央Ⅸ7

三菱/新宿中央WTH2
三菱/新宿中央USS

桑原基金寄付講座

ゆうちょ銀行

会費・寄附金

現金・預金 計

(売上債権)

未収入金

売上債権 計
(その他流動資産)

前払 費用
仮 払 金
APTスリランカ
立替未精算
その他流動資産 計
流動資産合計

【固定資産】

(無形固定資産)

電話加入権

特定資産

積立預金 (桑原基金)①
無形固定資産 計
固定資産合計

資産合計

未 払 金
前 受 金
ミャンマー紛争N連6期

APTC2ミャンマー

ミャンマーテ
｀
ルタ9次

ミャンマー避難民食糧

PF能登

72,606,997
(72, 527 , 303)

(79,694)
524, 390, 255
(32, 732, 736)

(112,005)
(382,051)
(300, 005)

(55, 322, 509)
(199,421,956)

(40, 408, 733)
(s35, 256)

(5, 463, 665)
(744,952)
(817,401)

(4, 502)
(40, 060, 488)

(700,000)
(87 , 447 ,687)
(88, 708, 304)
(22, 7 16, 37 0)

(a 51, 488, 365)
3,951,517

(3,951,5r7)
600,948,769

22, 119,903

22,119,903

1,450,037

529,850

(408,283)

_11212』Ωヱ)
1,979,887

140,000

51,488,365

(51,488,365)

625,048,559

51,628,365

51,628,365

676,676,924

《負債の部》

【流動負債】
7,867,8r0

424, r49,162
(259,284, l30)

(642,246)
(30,965,954)

(r27,7s3, t67)
(5,463,665)



財 産 目 録
特定非営利活動法人BⅢテレコム支援協議会
全事業所

[税込](単位 :円 )
2025年 _』_里旦_■在

預 り 金

給料源泉税

報酬源泉税
住民税

雇用保険

健康保険料

厚生年金保険料

介護保険料
ミャンマー避難民キャンプ

未払法人税等

流動負債合計

【固定負債】
退職給付引当金

固定負債合計
負債合計

正味財産

36, l4l,8s0
(183,214)
(60,477)

(r00,600)
(r45,675)

(84, 830)
(138, 165)

(8,560)
(35,420, 329)
70 000

上旦ヱユ重匹

468,228,822

1,878,695

__」Q型ニユL

__2L墨 ■■L



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和6年度 年間役員名簿

令和6年4月 1日 から  令和7年3月 31日 まで

特定非営利活動法人BHNテ レコム支援協議会

役 名 氏   名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 赤羽根 靖隆
6年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理事 秋場 仁人
6`年4月 1日

～6年9月 20日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 有馬 修 6`午4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理事 石井 義則
6年4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 稲生 英男
6年4月 1日

～7年3月 31日

6年4月 1日

～7年 3月 31日

理事 井上 友
6`年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 上田 博正
6`年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 魚部 浩之
6年9月 20日

～7年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 内山 有紀
6`年4月 1日

～6年9月 20日

年 月 日

年 月 日

理事 海野 忍
6年4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理事 大島 圭介
7年3月 21日

～7年3月 31日

年 月 日

年 月 日



理事 奥田 智行
6年 4月 1日

へ′6年9月 20日

年 月 日

～
・
年 月 日

理事 垣見 隆夫
6年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 片上 勘次
6年4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 片山 泰詳
6年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 小師 隆
6年9月 20日

～7年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 坂下 大
6(年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 佐竹 康雄
6年4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 庄司 哲也
6年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 鈴木 克彦
6年:4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 瀧田 浩一
6年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 田中 和彦
6:年4月 1日

～6年9月 20日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 種村 青治
6`年4月 1日

へ′6年9月 20日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 土橋 康輔 6`年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 富野 岳士
6`午4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 富保 諄一郎
6`年4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日

年 月 日



理事 西田 好輝
6年4月 1日

～7年3月 21日

年 月 日

年 月 日

理事 野中 正晴
6年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 橋本 明
6年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 藤田 聰
6`午4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 保谷 秀雄
6年4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 星野 真一
6年9月 20日

～7年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 堀井 道子
6年9月 20日

～7年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 牧 貞夫
6年4月 1日

～7年3月 31日

4年4月 1日

～4年6月 10日

理事 緑川 卓
6年:4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 宮川 龍太郎
6年9月 20日

～7年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 森本 吉彦
6`年4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理事 山下 俊一
6年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 山下 字
6年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 吉岡 義博
6:午4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 吉松 康夫
6年4月 1日

～7年 3月 31日

年 月 日

年 月 日



理事 吉村 美奈子
6年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

年 月 日

監事 平川 芳宏
6年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

年 月 日

監事 宮原 克元
6年4月 1日

～7年3月 31日

年 月 日

年 月 日



社員のうち10人以上の者の名簿

令和 7年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人BHNテ レコム支援協議会

氏   名

1
稲生 英男

2 海野 忍

3
富野 岳士

4 保谷 秀雄

5
宮原 克元

6 山下 争

7 告岡 義博

8
日本電信電話株式会社

代表取締役社長 島田 明

9
株式会社N冨 ドコモ
代表取締役社長 前田 義晃

10

一般社団法人情報通信ネット
ーク産業協会

会長 森川 博之

 




